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I. センターの概要
1. 名称　大阪大学大学院国際公共政策研究科 NPO研究情報センター

　　　　OSIPP Center for Nonprofit Research and Information

2. 設立　2002年4月

3. 設立趣旨
大阪大学大学院国際公共政策研究科では、創設以来、NPO、NGO、ボランティアなど、民間非営利セクターの活動に関する研究と大学院レベルの教育を行い、この分野において主導的役割を担ってきたが、研究・教育体制の一層の充実を図るため、2002年4月に、OSIPP内に「NPO研究情報センター」を創設し、日本NPO学会との密接な連携のもと、大学院レベルの実験的NPOコースの企画・運営、NPO教育カリキュラムおよびテキストの開発、NPO関係の文献および統計の整備・収集、国際研究交流、一般向け公開講義などを行うこととしたい。

4. 機構とスタッフ
運営委員会委員長　山内 直人（OSIPP教授）

　　　　　委員　　辻　 正次（OSIPP教授）

センター長　　　　山内 直人（OSIPP教授）

主任研究員　　　　松永 佳甫（OSIPP大学院博士後期課程）

研究員　　　　　　西出 優子（OSIPP大学院博士後期課程）

研究員　　　　　　伊吹 英子（OSIPP大学院博士後期課程／野村総合研究所）

研究員　　　　　　北崎 朋子（経済学研究科大学院博士前期課程）

客員研究員：今後、ＮＰＯ関連分野の研究者・実務家を客員研究員として招聘する

外国人客員フェロー：今後、海外のＮＰＯ研究者・実務家を外国人客員フェローとして招聘する

秘書　池村 淳子（2003年5月～2003年3月）、前畑 みどり（2002年4月～）

川口弓子（2003年3月～）

5. オフィス
大阪大学豊中キャンパス国際公共政策研究科棟4階407号室

電話・FAX 06-6850-5838

URL: http://www.osipp.osaka-u.ac.jp/npocenter/
6. NPO研究アーカイブ
　NPO関係の研究書、報告書、学術雑誌、講義ビデオテープ、DVDなど約１万点を収蔵。

　OSIPP教員および大学院生の利用に供するとともに、データベース化して、リストを公式サイトで公開している。

URL: http://www.osipp.osaka-u.ac.jp/npocenter/reserch.htm
II. 事業の概要および計画
NPO研究情報センターで実施しているまたは計画している事業の概要を紹介する。

1. NPO教育・研究推進モデル事業

日本NPO学会と共同で、2002年度から2004年度までの３ヵ年計画で、NPO教育・研究推進事業を実施している。主な事業内容は以下のとおり。
1) 実験的NPO大学院コースの開設

将来NPOの上級スタッフをめざす学生および社会人、および現職の中級スタッフを対象に、NPOに関するネットワーク型大学院コースを、日本NPO学会の協力を得て、実験的に開設する。主として、大阪大学大学院国際公共政策研究科の教室や遠隔講義システムを利用し、講義を受講生個人にインターネットで配信するとともに、フィードバックが可能なインタラクティブな講義環境を整備する。

2) カリキュラム・教材の開発

NPOに関する大学院レベルの教育コースに関するカリキュラムを検討する。学際的なアプローチとネットワーク型講義を前提にした教授法を開発する。さらに、大学院コースで使用する教材として、教科書、ビデオ・ライブラリー、講義アーカイブを作成する。

3) NPO関係文献・統計・教材等の収集と提供

日本のNPOに関する文献データや統計データを系統的に収集・整理し、国内・海外の研究者・学生・実務家向けにインターネットを通じて提供する。また、シラバス、教科書、ビデオ・ライブラリー、講義アーカイブなどを、ここに整理・保存すると共に、利用者に提供する。
4) 国際研究交流

海外研究者の招聘、国内研究者の海外派遣など、国際研究交流を推進する。招聘した海外研究者に実験的の大学院コースで集中講義をしてもらう。また、海外派遣した国内研究者には、海外主要大学におけるNPOコースの現状やノウハウを調査させ、本事業にフィードバックさせる。特に、ワークを利用した講義配信により、学位を出している大学を視察し、インターネットによる講義配信に関わる問題点などを調査して、本事業のコースの検討に活かす。

2. 非営利セクター国際比較プロジェクトの推進

　米ジョンズ・ホプキンス大学が中心となって進めている国際比較プロジェクト（The Johns Hopkins Comparative Nonprofit Sector Project）に引き続き参画し、日本の民間非営利セクターについて、国際比較可能な統計データを整備する。

　現在、20カ国以上が参加した第IIフェーズがほぼ終了しつつあり、引き続き行う第IIIフェーズの内容について計画中である。

Official URL: http://www.jhu.edu/~cnp/
3. NPO研究フォーラム（NPO Research Forum of Japan）の運営

ＮＰＯやフィランソピーに関する諸問題の調査研究を目的とするNPO研究フォーラム（1993年発足、会員数約100名）を運営し、OSIPPのプロジェクト演習と連携しながら、月例研究会を開催している。

2002年度は、これまで以下のようなゲスト・スピーカを招聘して、報告および討論を行った。
Official URL: http://www.osipp.osaka-u.ac.jp/janpora/forum/forum.html
第1回　2002年4月21日（日）14:00～（13:40開場）

14:00 - 15:30 「イギリスの非営利セクター政策の論点から思うこと」報告者 野崎かおり

15:40 - 17:10 「非営利セクターの基盤整備とは何か-寄付調達組織立ち上げへの挑戦から見えてきたもの-」報告者 岸本幸子

第2回　2002年5月19日（日）14:00～（13:40開場）

14:00－15:30 「産業連関表を用いたＮＰＯの経済分析について」

報告者 今瀬政司氏（㈱大和銀総合研究所近畿経済研究部副主任研究員）

報告者 高橋睦春（独立行政法人経済産業研究所データ管理担当 マネージャー兼計量分析・データ担当マネージャー）

15:40－17:10 「産業構造審議会ＮＰＯ部会・中間とりまとめについて」 報告者 浜辺哲也氏（経済産業省大臣官房政策企画室調査官）

第3回　2002年6月16日（日）14:00～（13:40開場）

14:00－15:30 「NPOマネジメント教育の必要性」

報告者 川北 秀人（ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所] 代表者)

15:40－17:10 「ＮＰＯインターンシップ、フェローシップの意義と展望」 報告者 今田克司（日米コミュニティ・エクスチェンジ（ＪＵＣＥＥ）代表／ＣＥＯ）

第4回　2002年9月22日（日）14:00～（13:40開場）

14:00－15:30 「企業の社会責任と社会責任投資」

報告者 秋山　をね　（(株)インテグレックス）

15:40－17:10 「企業の社会的責任とＳＲＩ」

報告者 山本　利明　（㈱住信基礎研究所）

第5回　2002年10月6日（日）14：00～（13：40分開場）

14:00－15:30 「(仮題）地域通貨の機能と可能性」

報告者 齊藤成人（日本政策投資銀行関西支店副調査役）

15:40－17:10 「NPO活動と地域通貨」

報告者 　上杉志朗　（松山大学　経営学部　助教授）

第6回　12月22日（日）14:00～17:10（13:40開場）

14:00－15:30「ソーシャル・キャピタルの尺度としてのボランティア活動」

報告者　奥村まどか・山内直人（大阪大学大学院国際公共政策研究科）

15:40－17:10「日本の寄付・ボランティア：サーベイ調査による実証分析」

報告者　横山重宏（UFJ総合研究所主任研究員）・谷川香織（同研究員）

第7回　2003年01月19日（日）14:00～17:10（13:40開場）

14:00－15:30「行政とNPOの事業委託におけるパートナーシップ構築」

報告者　栗田季史（同志社大学大学院総合政策科学研究科M1）

15:40－17:10「NPOにおける高齢者の自己実現と活動促進－大阪府におけるNPO法人と活動参加者の調査分析－」

報告者　堀内映志（同志社大学大学院総合政策科学研究科M1）

4. 科研費プロジェクトの推進

日本学術振興会から、科学研究費補助金（基盤研究A、研究代表者：山内直人、期間：2002-2005年度の４ヵ年、助成額：2,970万円）を得て、「民間非営利セクターの数量的把握と公共政策のあり方に関する理論・実証研究」を実施している。特に、この一環として寄付・ボランティアに関する全国規模の実態調査を実施し、日本人のフィランソロピー行動について解析する。

【参加メンバー】

山内　直人・大阪大学大学院国際公共政策研究科教授（研究代表者）

辻　正次・大阪大学大学院国際公共政策研究科教授（研究分担者、以下同）

松繁　寿和・大阪大学大学院国際公共政策研究科助教授

鈴木　亘・大阪大学大学院国際公共政策研究科助教授

齊藤　慎・大阪大学大学院経済学研究科教授

福重　元嗣・大阪大学大学院経済学研究科助教授

5. NPOとファンドレイジング・雇用に関する研究の推進

阪大フロンティア研究機構の助成プロジェクトとして、「NPO/NGOのファンド・レイジングと雇用創出機能の研究」を実施している。

この一環として、介護市場における非営利組織の役割をみるため、訪問介護事業者を対象とした大規模な全国レベルのアンケート調査を実施している（担当：鈴木亘助教授）。

6. ソーシャル・キャピタル研究プロジェクトの推進

　ヒューマン・キャピタル（人的資本）が一国の成長発展にとって重要であることは よく知られているが、最近ではこれとならんで、ソーシャル・キャピタル（社会関 係資本、市民社会資本。信頼、互酬、規範、ネットワークなど人間関係、社会関係に関する目に見えない資本）の重要性が指摘され、経済学（経済成長論）、経営学、財政学、政治学、社会学などの新しい学際的トピックになりつつある。

NPO研究情報センターでは、株式会社日本総合研究所が内閣府の委託調査として実施している「ソーシャル・キャピタルの培養と市民活動の活性化に関する調査」と連携しつつ、ソーシャル・キャピタル研究会を運営し、ソーシャル・キャピタルと市民活動の関係や公共政策について解明しようとしている。

Official URL http://www.osipp.osaka-u.ac.jp/npocenter/social.htm
第1回　2002年9月7日(土)10:30～14:00

・研究会の進め方について

第2回　2002年９月21日（土曜日）　13:00～16:10

13:00～14:30　報告１　「ソーシャル・キャピタルの定義・測定手法・関連領域をめ ぐって：イギリス国家統計局の文献調査から」

　　　　　　　報告者：西出優子氏（シラキュース大学大学院）

14:40～16:10　報告２　「行政サ－ビスとソーシャル・キャピタルの関係について」

　　　　　　　報告者：坂本信雄氏（京都学園大学教授）

第3回　2002年10月05日（土曜日）　13:00～16:10

13:00～14:30　報告１　「ソーシャル・キャピタルの概念整理」

　　　　　　　報告者：坂本治也氏（大阪大学大学院法学研究科博士後期課程）

14:40～16:10　報告２　「スウェーデンにおけるソーシャル・キャピタル」

　　　　　　　報告者：太田美帆氏（大阪大学大学院人間科学研究科博士後期課程）

第４回　2002年10月19日（土曜日）14:00～17:10

14:00～16:30　報告１

「ソーシャル・キャピタルを定量化するための指標」

報告者：東 一洋氏（日本総合研究所）

16:40～17:10 報告２

「アンケート調査でソーシャル・キャピタルを測定する」

報告者：松村憲一氏（日本総合研究所）

第5回　2002年11月02日（土曜日）13:00～16:10

13:00～14:30　報告１

「ソーシャル・キャピタルの経済的含意とOECDの国際比較プロジェクトについて」

報告者：大守 隆氏（内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官）

14:40～16:10　報告2

「ソーシャル・キャピタルの有効な形態に対する考察：advocacyという機能に注目しissue-based networkを提唱する」

報告者：山内富美氏（同志社大学法学部嘱託講師、ハーバード大学visiting research associate）

第6回　2002年11月30日（土曜日）13:00～16:10

13:00～14:30　報告１

「経営学におけるソーシャル・キャピタル」

報告者：伊吹英子氏（野村総合研究所）

14:40～16:10 報告２

「アンケート調査によるソーシャル・キャピタルの把握：調査項目の検討」

報告者：東一洋氏・松村憲一氏（日本総合研究所）

第7回　2002年12月07日（土）13:00～16:10

13:00～14:30　報告１

「ソーシャル・キャピタルと社会参加・政治参加との関係－サーベイデータに基づく実 証分析を中心に」

報告者：羅一慶氏（慶應義塾大学大学院法学研究科博士後期課程）

14:40～16:10 報告２

「アンケート調査によるソーシャル・キャピタルの把握－パートII」

報告者：東一洋氏・松村憲一氏（日本総合研究所）

第8回　2002年12月21日（土）13:00～16:10

「経済学はソーシャル・キャピタルをどう捉えているか：最近の研究から」

報告者：

小泉有嘉子氏（大阪大学大学院国際公共政策研究科）

"Economic Growth and Social Capital in Asia,”　Jhon F. Helliwell, NBER WP

中谷未里氏（大阪大学大学院国際公共政策研究科）

"Education and Social Capital,”　John F. Helliwell and Robert D.Putnam, NBER WP

西下陽子氏（大阪大学大学院国際公共政策研究科）

"Understanding the Decline in Social Capital, 1952-1998," Dora L. Costa and Matthew E. Kahn, NBER WP

第9回　2003年01月18日（土）13:00～16:10

セッション１　13:00～14:00

「ソーシャル・キャピタルと政治参加：最近の文献から」

報告者：奥村まどか氏（大阪大学大学院国際公共政策研究科博士前期課程）

セッション２　14:00～14:30

「ソーシャル・キャピタル・アンケート調査プレサーベイについて」

報告者：東一洋氏（日本総合研究所）

セッション３　14:40～16:10

「祭りの便益の計測：旅行費用法を用いて」

報告者：

柴田愛子氏（公正取引委員会委員）

大江瑞絵氏（関西学院大学総合政策学部専任講師）

坂井優氏（関西学院大学総合政策研究科博士後期課程Ｄ２）

北村直樹氏（関西学院大学総合政策研究科博士前期課程Ｍ１）

ソーシャル・キャピタルの形成に寄与すると考えられる「祭り」について、三田まつりの参加者を対象に行ったアンケートを用いた、トラベルコスト法による便益計測結果をご報告いただきます。

7. 日本NPO学会事務局運営支援

日本NPO学会（会長：林雄二郎、会員数：約1,300）の事務局機能を当センター内に置き、会員情報管理、ニューズレターの編集・発行、年次大会および学会主催セミナーの実施など、事務局業務の実施に協力している。

8. 国際学術誌の編集・発行

日本NPO学会の機関誌である『The Nonprofit Review』に編集協力している。

同誌は、2001年6月創刊で、内外の民間非営利セクターに関するオリジナリティの高い英語論文および英文抄録つき日本語論文を収録した学術誌で、年2回刊行している（発行数2000部）。

Official URL　 http://www.osipp.osaka-u.ac.jp/janpora/npreview/npreview.htm
III. ファンド・レイジングの状況
創設時よりファンド・レイジングにつとめており、これまでに以下のような外部資金を獲得した。

1. 科学研究費補助金・基盤研究（A）（研究代表者：山内直人）

　「民間非営利セクターの数量的把握と公共政策のあり方に関する理論・実証研究」

　総額29,700千円（2002-2005年度の合計。うち2002年度11,700千円）

2. 阪大フロンティア研究機構

　ベンチャー産業支援・雇用創出プロジェクトのうち、

「NPO/NGOのファンド・レイジングと雇用創出機能の研究」（研究代表者：山内直人）

　総額11,000千円（2002-2003年度の合計。うち2002年度7,000千円）

3. 日本NPO学会特別助成事業の実施

　「NPOの教育・研究推進モデル事業」

　総額24,000千円（2002-2004年度の合計。うち2002年度8,000千円）

4. 科学研究費補助金・研究成果公開促進費（定期刊行物）（申請代表者：山内直人）

　The Nonprofit Reviewの刊行経費として

　総額1,900千円（2002年度1,900千円）

5. 科学研究費補助金・研究成果公開促進費（学術図書）（申請代表者：山内直人）

　総額800千円（2002年度800千円）

6. 内閣府委託プロジェクト（株式会社日本総合研究所受託）

　「ソーシャル・キャピタルの培養と市民活動の課題に関する研究」

委託事業規模概算12,000千円（2002年度）

7. 奨学寄附金（寄付者：株式会社ニッセイ基礎研究所、受領者：山内直人）

　総額1,000千円（2002年度）

今後とも、科研費補助金、科学技術振興調整費、民間助成財団助成金などファンドの獲得に努めるとともに、政府関係機関、地方自治体、ｋｋｋｋｋ民間シンクタンクなどとの共同研究や受託研究の新規開拓に努めたい。

IV. センターの活動に関連する刊行物
NPO研究情報センターの活動に関連して、これまでに以下のような報告書等を公表している（センターの協賛事業の成果物などを含む）。

山内直人編『日本のNPO労働市場』日本ＮＰＯ学会ＮＰＯ労働市場研究会, 2002年9月.

Yoshiho Matsnaga and Naoto Yamauchi, Is the Government Failure Theory Still Relevant? A Panel Analysis Using State Level Data, Discussion Paper in Economics and Business No. 02-17, September 2002, Graduate School of Economics and Osaka School of International Public Policy, Osaka University, September 2002.   

山内直人『NPOの時代』大阪大学出版会, 2002年12月.

山内直人編『NPO白書2002』大阪大学大学院国際公共政策研究科NPO研究プロジェクト, 2002年3月.

日本NPO学会編集委員会編『NPO研究2001』日本評論社, 2001年3月.

受益と負担研究会編『21世紀公共政策の再設計』日本経済研究センター, 2001年3月.

日本NPO学会・NPO教育委員会編『NPO教育と人材育成』日本NPO学会, 2001年9月.

塩澤修平・山内直人編『NPO研究の課題と展望2000』日本評論社, 2000年3月.

山内直人・出口正之編『ケーススタディ・日本のNPO』大阪大学大学院国際公共政策研究科NPO研究プロジェクト, 2000年3月.

Cross-border Philanthropy: An Exploratory Study of International Giving in the United Kingdom, United States, Germany and Japan (Helmut K. Anheier and Regina List editors), Charities Aid Foundation, UK., 2000.

Global Civil Society: Dimensions of the Nonprofit Sector, Lester. M. Salamon, Helmut K. Anheier, Stefan Toepler, S. Wojciech Sokolowski and Associates eds., Johns Hopkins University Center for Civil Society Studies, 1999.
山内直人編『NPOの世界』ミネルヴァ書房（近刊）

山内直人・河島伸子『現代NPO論』有斐閣（近刊）

上野真城子・山内直人訳『ＮＰＯと政府』（エリザベス・ボリス＝オイゲン・スターリ編）ミネルヴァ書房, 近刊.

The Nonprofit Review, Vol.1, No.1 (June 2001), Vol.1, No.2 (December 2001), Vol.2, No.1 (June 2001), Vol.2, No.2 (December 2002).

PAGE  
2

